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序章 はじめに   

消費税というものは物を買ったりサービスの提供を受けたときに、消費者  

が負担する税金である。所得税等と違って、間接的な税金である。近年の億向  

として、所得税のような直接的な税金に代わり、消費税等の間接的な税金をよ   

り重視する国が増加している。  

歳入というものが世界のどの国の政府にとっても極めて重要な課題であ  

る。その歳入の大部分を占める税制が効果的に、そして公平に機能する制度で  

ないと、政府の全体的な働きに蕃影響を及ぶに違いない。累進的な所得税と違  

って、消費税は消費者から消費した財やサービスの一定した割合でとられるこ  

とから、逆進的な税だと考えられている。しかし、本当にそうなんだろうか？  

消費税というものが物議をかもす傾向がある。仮に経済的に良い効果をも  

たらすことが明確であったとしても、消費税の導入は社会から様々な理由で反  

対される。税金が収入の低い消費者から収入の高い消費者と同じ割合でとられ  

ることが不公平だと患っている人がどの社会にも多いからである。収入が低く  

ても高くても、同じ人間が同じ割合で税金を払うのは公平か、それとも、高所  

得者は低所得者の分まで払うように義務付けられる事が公平か、この間題は消  

費税の導入を大きく左右するものである。  

私の意見としては、資本主義社会において、人間一人一人は個々の収入か  

ら税金を一定した割合でとられることが望ましいと思っている。累進的な所得  

税と低所得者に有利な福祉制度がむしろ共産主義に偏った概念ではないかと  

思っている。資本の極端な再分配は、国民を「働こう」という気持ちにさせず、  

制度に甘えてしまう人間を創り出す恐れがある。その例のひとつとして、福祉  

が豊富で消費税のないオーストラリアをみてみると、失業率が10％ぐらいのレ  

ベルで続いていて、高校を卒業してすぐ失業保険をもらう人も少なくない。  
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この論文で世界の消費税のある国（主に日本）を分析し、消費税がどうい  

う影響を与えてきたかをみて、消費税と直接税がそれぞれもたらす効果がどの  

ように異なるかを調べていくつもりである。  

（注）消費税は消費の時点でかかる税金だが、英語では”Con鈍mptio皿taXガ  

や“Value・Addod Tax，，等の消費の時点に対して、税金の名前が異なる場合があ   

るが、この論文では消費の時点でかかる税金のあらゆる種類を消費税と表現す   

る。  
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なぜ消費税を導入するのか   第一章  

序章で述べたとおり、歳入というものが世界のどの国の政府にとっても極  

めて重要な課題である。国民にとって必要なサービスやインフラストラクチャ  

ーは多い。この需要に応えて、大きな利益を出す民間の企業が現れるのが当然  

である。しかし、いくら必要といっても、利益の出ないサービスやインフラス  

トラクチャーがある。勿論＼利益が出ないのなら、国民にそのようなサービス  

やインフラを提供する企業が現れない。この場合、政府が国民から税金を集め  

て、みんなが必要としているサービスやインフラを提供する。  

国民から税金を集めるのに利用する税制は公平で、効果的に機能しなけれ  

ばならない。完壁な税制というものは現実においてありえないが、以下の項目  

を満たす制度が理想的な税制になるだろう。  

1．公平な割合で負担を背負わせる。  

（よく利用する人は大きな負担、あまり利用しない人は小さな負担。）  

2．国民全員が理解し、安心できる容易で簡単な制度。  

（どのような財やサービスにどれだけ税金がかかっているか、そして書類  

等の手続きの簡潔さ。）  

3．国民の義務として定められている税金虐支払う事。  

（脱税金額が莫大なものになりえるだけに、国民全員が税金を支払う事が  

重要である。）  
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Ⅰ．公平な朝食で負担を背負わ里皇塵   

上記の第一項目に関しては、公平の定義によって変わりうる。殆どの国で  

は、所得税という税金の種類が税制の柱として、使用されている。所得税だ  

と、公共のインフラやサービスの使用とは関係なく、高収入の人の支払う税  

金額が多くて、低収入の人の支払う税金額が逆に少ない。高い収入を得る人  

が低収入の人を支えるべきだということが公平であれば、所得税のような累  

進的な税金の使用は確かに公平である。しかし、税金の本来の目的からいえ  

ば、政府は国民にとって必要なサービスやインフラを提供するために、税金  

を集めているはずである。税金はこのようなことに使用されるのであれば、  

そのサービスやインフラを最も利用する人が最も税金を支払うのが公平で  

はないかという見方もあるであろう。   

公平というものを、上記のように定義すれば、消費税という間接税を導入  

することが望ましく患える。消費税の導入によって、国民のひとり一人は公  

共のサービスやインフラだけではなく、社会においてのあらゆる財やサービ  

スを利用する度に、利用する割合に対する税金を納める形になる。  

序章で述べたように私は、資本主義社会において、消費税のような一定  

した割合で支払われる税金が公平さという点で、最適であると患っている結  

果、上記のような見方をすれば、消費税が当然、国民の全員にとって、公平  

である。  

Ⅱ．国民全員が理農㍑、資金でき脚   

上記の第2項目に関しては、間接税や直接税の相違点が少なく、税金の種  

類というよりも、その税金の導入方法が大事である。累進的な所得税の場合  

には、所得の金額によって、支払う税金率が異なる。更に所得の使い方によ  

って、免除されることも多い。これらのような複雑な条件があれば、国民に  
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とって、所得税が理解しづらい事が当然であろう。しかし、所得税が必ずし  

も複雑ではなく、税率が一定しているような直接税は誰にも簡単に分かるだ  

ろう。   

消費税にも複雑・と簡単な形は両方存在する。消費税率が一定している場合、  

免除される財やサービスが少しあっても、国民にとって理解し易い。更に、  

消費税の場合には、価格に含まれていることが多く、国の人々にとって不便  

なことはない。   

消費税率が財やサービスによって異なると、複雑な所得税と同様に国民に  

とって理解し難い。靴を購入すれば、税金が元の値段の10％でありながら、  

パンを買えば、税率が6％だったりすると、国民にとって困難なことに違い   

ない。   

従って、間接税でも直接税でも、あまりにも複雑な条件等が付けば消費者  

に理解してもらえない恐れがある。ただ、所得税は殆どの国では一定した税  

率ではなく、累進的な税率があり、そして免除等の条件が多いため、実際に   

所得税は複雑な税金になってしまう。  

一方、消費税は実際にどう使われているのか。様々な税率を設置している   

国があれば（ベルギーでは消費税のかからない物があるうえに、1％、6％、   

12％、20．5％と5つの段階に分かれている消費税が使用されている①）一定   

した全般的な消費税を設置している囲もある（ニュージーランドで12．与％、   

モナコで20．6％、そして日本で5％の一定した税率が設けられている①）。  

結論としては、第2項目を満たすのに、国民に簡単に理解してもらえる日   

本で導入されているような一定した税率の消費税が最も望ましいと言えよ   

う。  

Ⅱ．国民の義寮として定められてヤ＼る税金を支払う。   

第3項目は国民がきちんと税金を納める義務のことである。これに関して、  

明らかに消費税は所得税より効果的である。現状では、所得税という税金が  

まだ殆どの国の税制の中心となっているが、その所得税の納税関係の書類等  
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の手続きのプロセスにおいて、納め方によって、本来税金かかっているはず  

の収入まで免除することは不可能ではない。このような脱税行為の結果、政  

府は集めているはずの税金額が大幅に減る。しかし、消費税の鼓論において、  

所得税を脱税する殆どの人が高所得者であることと脱税金額がどれだけ減  

少するかが注目されない儀向がある。（日本においても、脱税者が少なくな  

くて、最近話題になっているプロフェショナルスポーツ選手の例もある。）   

どの国でもそうだが、＃高齢社会”になると言われている日本のような国  

は、本当は財政黒字をこれから増やしていかなければならないのに、実際の  

歳入が予算に人づている収税金額を下回れば、国の財政状態がどうしても希  

望通りに改善しない。   

消費税という税は消費の時点で、定めれている税率を誰にも支払ってもら  

う形をとっていることで、脱税問題は消費税に関していえば、極めて少ない  

だろう。但し、消費税の場合、消費しない人は納税しないということになる。  

従って、消費せずに貯金すると税金を支払わなくて済むという意見も出てき  

そうだが、全ての収入を使わない人がその使わなかったお金を銀行などの金  

融機関に入れれば、そのお金は投資するつもりがある人に貸し出されること  

になる。借りた人がそのお金を使う時点で税金がとられることになるので、  

必ずといっていいほど政府が消費税による税金を集められる。   

以上の理想的な税制の3項目を最も満たす税金は消費税ではないかと上記  

の理由からみて言えるだろう。消費税は理想的な税金だと藩められてきてい  

るか、近年ではOECDの国々において所得税の役割が締まることこそない  

が、消費税の役割が増進しつつある。（表1）   

表1はOECDの国々で使用されている税金の各種類が税制のどれだけの  

割合を占めるかを示すものである。見て分かるように、所得税の割合は一旦  

1970年代に上がりかけたが、1980年以降再び落ちてきている。逆に消費税  

の割合は上がる一方である（12％から柑％まで）。   

上記で述べてきた理想的な税金の3つの条件を最も満たす税だというこ  

とで、消費税が税制の中でなるべく中心的な存在にすべきだと言えよう。  
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StructtIreOft＆XeSinOECD亡Ountries  
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各国の消費税とその影響   第二章  

OECDの殆どの国々が現在、税制の一部として消費税を何らかの形で使用し  

ている。この第二章で各国がどれだけの税率で消費税を導入しているか、そし   

て、消費税のある国とない国の近代の経済状況を見ながら、それぞれの国を比   

較してみたいと思っている。   

現代的な形での消費税はフランスで1954年に初めて導入された。今では、   

ヨーロッパの国がEUの加盟国になりたくても消費税がなければ、なれないと   

いう世界の殆どの国に静められている存在となっている。  

（表2）  

TbeGr08tT8ⅩTu血合Ⅷp－ Se¢tionl：TbeI舶Ⅶ鰯   

http：〝www．BO鮎om．con．＆Ⅵ／ACA／さeCtOl．htnl   
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Ⅰ． 世界の国の税制   

ヨーロッパの国々の大部分が1967年にさまざまな税率で使用していた多種   

の部分的な消費税を全般的な消費税に変えていき始めた。しかも、最近の政策  

としては、さらに消費税の種類を減らす努力をしていて、一定した税率の一つ   

の全般的な消費税、或いは、基本的な物（パンのような食料等）に対する特別   

な低い消費税を除いて、一つの消費税しかない国が多い。  

上記の表2では、OECDの国々においての税金がGDPに占める割合を示し   

ている。ヨーロッパの各国では、税金による負担が非常に高く、デンマークで   

51．6％が最高である。それに対して、オーストラリア、日本、そしてアメリカ   

の3ケ国においての税金負担が30％以下で、極めて少ないことが分かる。  

OECDの国々の平均税金負担が38．4％で、19隋年でデータを集め始めて以   

来の最高水準である。税金負担が増える僚向がずっと続いていて、1970年の   

30％から、1980年の35％、そして現在の88．4％へと増大してきた。ベルギー、   

フランス、ノルウェー、ルクセンブルクとイギリスの5カ国以外の国々におい   

ての税金負担が増えて来ている。  

税金負担が増えるに連れ、税制の中身も変わってト来ている。所得税はまだ一   

番使われている税金ではあるが、OECDの国々では所得税による歳入は総合的   

な歳入のさ0％も達していないような状況になっている。  

下記の表3ではOECDのVATのような消費税の各国における税率が分かる。  

アメリカ（消費税がある州とない州はあるが全国の消費税はない）とオーストラ  

リアの2ケ国は特別な物にかかる税金があっても、全般的な消費税はない。そ   

れ以外の国は以下のとおりの税率で消費税を使用している。  

表3では、各国の税率以外に各国が全般的な消費税をいつ導入したのかも示   

している。フランスで初めて導入されてから、1980年代から1980年代にわた   

って、多くの国で導入され、1990年代に入ってから、アイスランド、カナダ   

とスイスでも全般的な消費税が使われるようになった。  

様々な財やサービスに様々な税率をかけて、最も公平な税制を目指していた   

OECDの多くの国は、なぜ全般的な消費税の使用をここまで広げて来たかとい  
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表3  

Value－AddedTaxRate8inOECDNation8  

Country  YearIntrodu¢ed Lo耶rRate（さ）StandardRate   

Au8tr＆lia  NoVAT   
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5
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〇
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5
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1
5
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2
1
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5
1
1
1
7
・
1
2
．
2
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1
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1
6
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6
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5
1
5
1
7
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Canada  1991  

Denmark  1967  

Finland  19（；4  

Franee  1954  

Germ8ny  1968  

Greeee  1987  

Ieeland  1990  

乱1，5．5  

7   

4，8   

14  

Ir01and  1972  0，2．5，10，12．5  

Italy  19つ唱  

Japan（1／4／97）1989  

Luxembou一首 1970  

Mexi¢O  N／A  

Netherlandさ  1969  

NewZea18nd  1986  

Norw8y  1970  

Port喝a1  19粥  

Spain（1／1／95） 1紬6  

Sweden  1969  

Swit乞¢rland   1994  

TⅥrkey  l鍼5  

UnitedEingdom1973  

Unil冶dStat¢8 NoVAで  

4，9，1き  
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8
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1
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（注）：日本とスペイン以外の国の税率は1994年1月一日現在。   

Source：OECD，Con8umPtionTaxTrenねforthcomi喝．  

もttp：／／ww吼dleppi．0rg／t¢Ⅹt8／eeono血ie／e郎On4．TXT  
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表4  

（蜘血馳Ⅵm料ね鮎Gマ払出出由遁臥  

輌血蝕Ⅸ咄ゆ  

塑鍵転  

駄舶u虚血  
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鱒画卸曲  

臨画呼叩卸畑  
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触由盛叩明地血  

麹車重 塾墜些   

瓜7  1a5   
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lO虐  鉱1  
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43  象6  ≦狼0  

乱4  漁0 鰯  
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邑9  亀8  73  

荻4  弧0 ‘玖2   

邑7  a9 118  
1瓜4  17二8 1G5  

17」1  玖7  汲3  

1邑5 43  76  
1A2  117  a2  

141 1ヱ8  184  143   44  

馳虚掛附加血訂血痕   1a2  a3  183   1a8   al  

別如叫庖咄血  

鮮血＆感  

触  

0址胞予  

1嶺濾  
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之0   80  

1mO l∝10  

5狼7  汲1 1a5  温7  盟9   

讐
ご
品
 
 
 

28  25  a3  邑2  邑4   

L9  a6  a3  46  41  

1瓜0 1瓜0 皿0 1∝10 皿0  
檻圧鳩山制炉堰鮒稀な繊 鼠箕旧麗 間馳職洩蝕  

‡戯卿  

表5  
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1濱田 1務  
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うと、第一章で述べた理想的な税金の3つの条件にあった、分かり易さと便利  

さに違いない。消費税を採用しているどの国も公平さと便利さのいいバランス  

をとらなければならない。あまりにも公平な税金、つまり基本的な物に低い税  

と豪華な物に高い税、を目指せば、消費税の便利さと分かり易さを犠牲するこ  

とになるほかない。逆に、便利な分かり易い税金を目指せば、不公平な税金に   

なる恐れがある。このような意味で、消費税を使用するには、バランスのとれ   

た方法が必要である。  

ヨーロッパの国々の例をみれば、最初に公平な消費税を目指しながら、最近   

はだんだん1つの全般的な消費税を使用するようになってきている。これから  

も最もバランスのとれた消費税を探していくであろう。   

上記の表4では、G7の国々の税制の内容が載ってある。何らかの形の消費  

税による収入が平均で国の収入の4分の1も集めていることが消費税の役割が  

どれだけ大事かを示す。   

全般的な消費税のないアメリカが当時3％の全般的な消費税⑧のある日本よ  

り消費税を通じて収入を集めている事が殆どの人にとって意外であろう。これ  

はアメリカでは部分的な消費税がどれだけ多いかを示すデータである。アメリ  

カの政府は公平な税制を使用したいということだろうが、国民にとって、理解  

し辛いに違いない。いずれにしても、バランスの問題であろう。   

表5ではG7の国々においての消費税の平均した税率を1985年以降の変化  

を示している。多くの部分的な消費税から一つの全般的な消費税へと変わって  

来ているカナダや日本のような国の平均した消費税率が減少していることが  

分かり易い。  
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表6  

GROSS DOMESTIC PRODUCT＊  

＊Sources：胞tlmalAccomts ofα託汐coLmtijes，1997volumel，  
coun毛ries’submissions and Secretariat estimates．  
＊Various base years，GDP／GNP growth rate．  
August 1997 

叫：〝脚．00d．0痩ねt〟gdp・址m  
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Ⅱ． 税制が経済成長に与える影響   

上記の表6ではOECDの各国においてのGDPの近年成長を辿っている。世   

界の国々が1985年から1996年に渡って、どう成長して来たかをよく分かるで   

はないかと思う。  

その国々の中でオーストラリアとアメリカ以外の国はすべて何らかの形で   

消費税を使用しているので、消費税の影響が計りにくいが、OECDの平均成長   

率が高いレベルで安定していることから、消費税が所得税等の直接税よりGDP   

に悪い影響を与えないことが明らかである。  

日本の場合、消費税が1997年の4月に以前の3％から5％に引き上げられ   

た。この増税によって、日本の経済はどう変わったのか。バブル崩壊のあとだ  

けに、経済成長の心配があった時期だった。1997年から1998年にかけて、い  

くつかの銀行、そして山一証券会社が潰れているように、バブルの崩壊による  

悪効果がピークに達した。これにより、日本国民の経済に対する倍額が下がり、  

消費と投資が減少し、日本経済は1998年度にマイナス成長になるだろうとい   

われている。   

今、振り返ると、消費税の5％への増税のタイミングがいかに悪かったかが  

分かる。日本政府が長期的に、税制の中で消費税がもっと大きな役割を果たす   

べきだと決めたことが賢明だと思われるが、短期的に税制を変化させることが、  

国民を不安させることが間違いない。その上、消費に直接関わる消費税を増や  

すことで、国民の不安が一層高くなる。消費税が1997年に増税しなかったと   

しても、経済状態が危機になっているだけに、消費が減少しただろうが、消費  

税の増税によって、その減少が更に悪化したことが確かだ。   

では、いつ消費税を導入、或いは、増税するべきであろうか？上記で述べた   

ように、消費税は短期的に消費者に不安感を与えるので、なるべく経済が高度  

の成長を見せている時期が望ましいだろう。消費の一時的な減少が経済に最小  

限のダメージしか与えない事が理想的だと思われる。  
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蔓亀   第三章  

これまで様々な理論やグラフなどを利用し、消費税が経済にもたらす効果を  

説明してきた。理論的には消費税の公平さ、分かり易さと脱税金額を非常に少  

なくできる能力を持つ消費税が国民にとって、理想的な税制である。直感的に  

ょり高い値段で商品を買わなければならないことを嫌がる人が多いことから  

個々の消費者に人気の少ない税である。従って、導入は難しいが、OECDの殆  

どの国々で導入、または増税されているように、政府の視点から見れば、資本  

主義社会において、理想に最も近い税金であることが間違いないだろう。   

OECDが提供しているグラフなどをいろいろ利用し、データ的にも分析して  

きたが、消費税が経済に短期的にいい影響を与えなくても、長期的に悪い影響  

を与えない限り、第一章で述べた3つの理由で消費税という税制が好ましいと  

言えるだろう。   

私が思う理想的な税制とは、所得税等の直接税を最小限に抑えて、一定した  

なるべく高い比率で納められる消費税が中心となるものである。私は経済成長  

の秘訣が国民の自倍であると思っているので、国民全員が最大限に生産力を発  

揮できる社会が非常に大事だと思う。現代において、共産主義の社会が成功し  

た例がなく、資本主義の社会の下で国民全員を「一生懸命働こう」という気持  

ちにさせることが政府の役割ではないかと思う。累進的な所得税がこの役割に  

反しているに対して、消費税の導入と福祉の最小化が生産力を完全に引き出せ  

るのではないかと思う。活気が出て、国民が経済と自国に自倍を持ち、倍頼す  

れば、理想的な経済が生まれることであろう。  
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